
 

 

事 務 連 絡 

令和２年２月24日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第２報） 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和２年２

月17日）が公表されたところです。今後、介護サービス事業所等（通所、短期入所

等に限る。以下、同じ。）において、新型コロナウイルス感染症の患者等への対応

等により、一時的に人員基準を満たすことができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準等については、柔

軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るよう

よろしくお願いいたします。 

具体的な取扱いについては、「令和元年台風第19号に伴う災害における介護報酬

等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推

進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にしていただきますようよ

ろしくお願いいたします。 

また、「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場

合等の対応について」（令和２年２月18日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか

連名事務連絡）における取り扱いを踏まえ、介護サービス事業所等について、都

道府県、保健所を設置する市又は特別区（以下、「都道府県等」という。）から

の休業の要請を受けて休業している場合においても、都道府県等と相談し、ま

た、利用者等の意向を確認した上で、「令和元年台風第19号に伴う災害における

介護報酬等の取扱いについて」における取扱いの考え方を参考に、別紙1「都道府

県等からの休業の要請を受けて休業している場合における取扱いについて」のと

おり、実際に提供したサービスについて、相応の介護報酬の算定が可能です。



別紙 1 

 

都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場合における取扱いについて 

 

1. 休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使用して、当該事業

所が指定を受けたサービスに相当するサービスを提供した場合 

算定方法 

通常提供しているサービス費と同様に、サービス提供時間等に応じ介護報酬を

算定すること 

 

2. 居宅で生活している利用者に対して、利用者からの連絡を受ける体制を整え

た上で、居宅を訪問し、個別サービス計画の内容を踏まえ、できる限りのサービ

スを提供した場合 

算定方法（通所系サービスの場合） 

提供したサービス時間の区分に対応した報酬区分（通所系サービスの報酬区分）

を算定する。 

ただし、サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２時間未満、通所リハ

であれば１時間未満）の場合は、それぞれのサービスの最短時間の報酬区分（通

所介護であれば２時間以上３時間未満、通所リハであれば１時間以上２時間未満

の報酬区分）で算定する。 

なお、当該利用者に通常提供しているサービスに対応し、１日に複数回の訪問

を行い、サービスを提供する場合には、それぞれのサービス提供時間に応じた報

酬区分を算定できるものとするが、１日に算定できる報酬は居宅サービス計画書

に位置付けられた提供時間に相当する報酬を上限とし、その場合は、居宅介護サ

ービス計画書に位置付けられた提供時間に対応した報酬区分で算定する。 

 

※ なお、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービスが提供され

ていた場合に算定できていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を

行うものとする。ただし、その他新型コロナウイルス感染症の患者等への対

応等により、一時的に算定基準を満たすことができなくなる場合等について

は、「令和元年台風第19号に伴う災害における介護報酬等の取扱いについて」

における取扱いに準じることに留意されたい。 

 

 



 

 

事 務 連 絡 

令和２年２月 28 日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第３報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いについては、

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いに

ついて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連

絡）及び「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（第２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

ほか連名事務連絡。以下「第２報」という。）でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（第３報）」を送付いたしますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を

図るようお願いいたします。 

 

 

  



 

 

問１ 新型コロナウイルス感染症に伴い学校が休校等になることにより、一時的に人員

基準等を満たせなくなる場合、介護報酬の減額を行わない等の柔軟な取扱いは可能か。 

（答） 

可能である。 

 

問２ 第２報の別紙１で示された取扱いは、介護予防通所リハビリテーションにおいて、

サービス提供を行う場合も対象となるのか。 

（答） 

対象となる。 

 

問３ 第２報で示された取扱は、都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場

合における取扱いとして示されたが、感染拡大防止の観点から特に必要と考えられる

ことから介護サービス事業所等が自主的に休業した場合も、同様の取扱いが可能か。 

（答） 

可能である。 

 

問４ 介護予防通所リハビリテーション事業所が月途中で休業し、その後介護予防通所

リハビリテーションのサービス提供が中断された場合の算定はどうするか。 

（答） 

介護予防通所リハビリテーションの月額報酬を日割りで、計算して算定する。 

 

問５ 介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を行ったときの代替サービスとし

て、新規に異なる介護予防訪問リハビリテーション事業所が、サービス提供を行った場

合の算定はどうなるのか。 

（答） 

介護予防訪問リハビリテーションの基本サービス費を算定する。 

 

問６ 介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を行ったときの代替サービスとし

て、既に計画上サービス提供を行うこととされていた介護予防訪問リハビリテーショ

ン事業所が、当初計画されていたサービスに上乗せしてサービス提供した場合の算定

はどうなるのか。 

（答） 

代替サービス分を別途、介護予防訪問リハビリテーションとして算定可能である。 

 

 

 

 



 

 

問７ 認知症介護実践者等養成事業の実施について（平成18年３月31日老発第0331010

号厚生労働省老健局長通知）に規定される（介護予防）認知症対応型通所介護事業所

の管理者、（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅

介護事業所の代表者・管理者・介護支援専門員並びに（介護予防）認知症対応型共同

生活介護事業所の代表者・管理者・計画作成担当者が修了することを義務づけられて

いる各種研修の開催について、新型コロナウイルス感染症への対応として、延期する

措置を行ってもよいか。 

   また、この場合、受講できなかったことにより、新たに指定を受け事業所を開設す

る場合を除き、人員基準違反・欠如減算としない取扱いとして差し支えないか。 

（答） 

貴見のとおり。なお、新たに指定を受け開設する事業所については、利用者への影響

等を勘案し、必要に応じて、特定の者のみを対象に研修を実施するなど代替措置等を検

討いただきたい。 

なお、原則として、延期後直近に開催される研修を受講する必要がある。 

 

問８ 運営推進会議や介護・医療連携推進会議の開催について、新型コロナウイルス感染

症への対応として、その開催を延期、中止する等の措置を行ってもよいか。 

（答） 

運営推進会議や介護・医療連携推進会議の開催については、感染拡大防止の観点か

ら、文書による情報提供・報告、延期、中止等、事業所や地域の実情を勘案し、柔軟に

取り扱って差し支えない。 

なお、安全・サービス提供管理委員会の開催についても同様である。 

 

問９ 居宅介護支援のサービス担当者会議について、どのような取扱いが可能か。 

（答） 

感染拡大防止の観点から、やむを得ない理由がある場合については、利用者の自宅以

外での開催や電話・メールなどを活用するなどにより、柔軟に対応することが可能であ

る。 

なお、利用者の状態に大きな変化が見られない等、居宅サービス計画の変更内容が軽

微であると認められる場合はサービス担当者会議の開催は不要である。 

 

 

 

 

 

 



 

 

問 10 小規模多機能型居宅介護等の外部評価について、新型コロナウイルス感染症への

対応として、その実施を延期、中止する等の措置を行ってもよいか。 

   また、認知症対応型共同生活介護の外部評価について、運営推進会議を過去１年間

に６回以上開催していることが実施回数の緩和要件となっているが、運営推進会議

を開催出来なかった場合、緩和要件を満たしていないことになるか。 

（答） 

外部評価の実施については、感染拡大防止の観点から、文書による実施、延期、中止

等、事業所や地域の実情を勘案し、柔軟に取り扱って差し支えない。 

また、認知症対応型共同生活介護の外部評価の実施回数の緩和については、上記運営

推進会議の開催のとおり柔軟に取り扱った内容やこれまでの外部評価の実施状況等も踏

まえ、都道府県において、適切に判断されたい。 

 

問 11 （看護）小規模多機能型居宅介護において、新型コロナウイルス感染症への対策

を行ったため、サービス提供が過少（登録者 1 人当たり平均回数が週４回に満たな

い場合）となった場合、減算を行わなければならないのか。 

（答） 

以下の場合は減算しないこととして差し支えない。 

・ 職員が発熱等により出勤を控えたことにより、サービス提供体制が整わず、その

結果としてサービス提供が過少となった場合。 

・ 都道府県等の休業要請により通いサービス・宿泊サービスを休業した結果、過少

サービスとなった場合。 

なお、通いサービス・宿泊サービスを休業した場合であっても、在宅高齢者の介護サ

ービスを確保するため、個別サービス計画の内容を踏まえた上で、できる限り訪問サー

ビスを提供されたい。 

 

 

【お問い合わせ】 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（代表） 

・認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護等について 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室（内線３９７５、３９７３） 

・介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等について 

厚生労働省老健局高齢者支援課（内線３９２９、３９７１） 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について 

厚生労働省老健局振興課（内線３９３７、３９７９） 

・介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等について 

厚生労働省老健局老人保健課（内線３９４８、３９４９） 
 



事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中核市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第４報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準

等の臨時的な取扱いについて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第４報）」を送付いたしますので、管内市町村、サー

ビス事業所等に周知を図るようお願いいたします。 

 

  



問１ 令和２年２月 24日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」で示

された取扱いは、都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場

合に加えて、感染拡大防止の観点から介護サービス事業所（デイサービス

等）が自主的に休業した場合も同様の取扱いを可能としているが、同じく

感染拡大防止の観点から、利用者の希望に応じて、①通所サービスの事業

所におけるサービス提供と、②当該通所サービスの事業所の職員による

利用者の居宅への訪問によるサービス提供の両方を行うこととし、これ

ら①②のサービスを適宜組み合わせて実施する場合も、同様の取扱いが

可能か。 

（答） 

可能である。 

 

問２ 問１の取扱いが可能である場合、事業所におけるサービス提供と居宅

への訪問によるサービス提供を組み合わせて実施することにより、人員基

準が満たされなくなる場合も考えられるが、そのような場合であっても、

減算を適用しなくとも差し支えないか。 

（答） 

差し支えない。 

 

問３ 令和２年２月 24日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」別紙

１において、「休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使

用して、当該事業所が指定を受けたサービスに相当するサービスを提供し

た場合」の取扱いが示されているが、公民館以外の場所はどのような場所

を指すのか。 

（答） 

一定の広さを確保でき、安全面や衛生面の観点からサービスを提供するにあ

たって差し支えない場所を指す。なお、サービスの提供にあたっては、都道府県、

保健所を設置する市又は特別区と相談し、また利用者の意向を踏まえて実施さ

れたい。  



問４ 新型コロナウイルスの発生に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業に

おいて通所型サービス及び訪問型サービスを提供する事業者が休業を行

った場合、月額報酬となっているサービス費について、休業期間分を日割

りすることが可能か。 

（答） 

 市町村の判断で、事業所指定効力停止の開始・解除に準じた取扱いとして、日

割り計算を行うことが可能である。 

 

問５ 新型コロナウイルスの感染が疑われる者へ訪問介護サービスを提供す

るにあたり、利用者・家族及び訪問介護員への感染リスクを下げるため、

訪問時間を可能な限り短くする工夫を行った結果、生活援助のサービス

提供が 20分未満となった場合に、報酬を算定してよいか。 

（答） 

訪問介護計画において位置付けられた内容の指定訪問介護のうち、高齢者の

在宅生活を支援するために必要となる最低限のサービス提供を行った場合は、

生活援助のサービス提供が 20 分未満となった場合であっても、生活援助中心

型 20分以上 45分未満の報酬を算定することとして差し支えない。 

 

問６ 新型コロナウイルスの感染が疑われる者へ訪問看護サービスを提供す

るにあたり、利用者・家族及び訪問看護師への感染リスクを下げるため、

訪問時間を可能な限り短くする工夫を行った結果、訪問看護サービスの

提供が 20分未満となった場合に 20分未満の報酬を算定してよいか。 

（答） 

20 分未満の訪問看護費については、20 分以上の保健師又は看護師による訪

問看護が週１回以上提供され、かつ、緊急時訪問看護加算の届出がされていた

場合に算定できることとなっているが、訪問看護計画において位置付けられた

内容の指定訪問看護のうち、高齢者の療養生活を支援するために必要となる最

低限の提供を行った場合は、当該要件を満たしていなくても 20 分未満の報酬

を算定することとして差し支えない。 

 

問７ 通所介護等の利用が出来なくなった発熱等の症状のある利用者に対す

る訪問介護の提供増加や職員の発熱等により、人員基準上の必要な資格

を持った人員が確保出来ない場合、基準違反となるのか。 

（答） 

基本的には、介護支援専門員が調整のうえ、有資格者を派遣する事のできる

訪問介護事業所からサービス提供されることが望ましいが、令和２年２月 17

日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基



準等の臨時的な取扱いについて」別添１（７）で示しているとおり、指定等基

準を満たすことが出来なくなった場合であっても、それが一時的なものであり、

かつ利用者の処遇に配慮したものであれば、柔軟な対応をして差し支えないも

のであり、その際、訪問介護員の資格のない者であっても、他の事業所等で高

齢者へのサービス提供に従事した事がある者であり、利用者へのサービス提供

に支障がないと認められる者であれば、訪問介護員として従事することとして

差し支えない。 

 

問８ 令和２年３月○日付事務連絡「社会福祉施設等における感染拡大防止

のための留意点について」において、新型コロナウイルス感染が疑われる

者への入浴の介助は原則清拭で対応することとされているが、訪問入浴

介護で清拭を行う場合の取扱い如何。 

（答） 

減算せずに算定することとして差し支えない。 

 

問９ 令和２年２月 28日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」問９

において、「なお、利用者の状態に大きな変化が見られない等、居宅サー

ビス計画の変更内容が軽微であると認められる場合はサービス担当者会

議の開催は不要である。」とあるが、基準解釈通知の取扱いと同様か。 

（答） 

同様である。 

 

問 10 令和２年２月 28 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」問

９における取扱いは介護予防支援についても同様か。 

（答） 

同様である。 

 

問 11 居宅介護支援のモニタリングについて、感染拡大防止の観点から、令

和２年２月 17日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス

事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」において示されたとおり、利

用者の事情等により、利用者の居宅を訪問できない等、やむを得ない理由があ

る場合については、月１回以上の実施ができない場合についても、柔軟な取扱

いが可能か。 

（答） 

可能である。  



問 12 介護支援専門員実務研修の実習について、今般の新型コロナウイルス

感染症の状況を踏まえ、例年と異なる方法で実施してもよいか。 

（答） 

 現在、介護支援専門員実務研修の実習については、「介護支援専門員資質向上

事業の実施について」（平成 26年老発 0704第２号厚生労働省老健局長通知）及

び介護支援専門員実務研修ガイドライン（平成 28 年 11 月厚生労働省老健局振

興課）において示ししているところ。 

 実習にあたっては、アセスメントからモニタリングまで一連のケアマネジメ

ントプロセスを経験することが適当であるが、その目的や内容について、当該通

知及びガイドラインに沿っていれば、具体的な実施方法については、例えば、実

習の実施にあたって、特定事業所算定事業所での受入ではなく代替事業所で行

うことや、実習期間を短縮するなど、都道府県で柔軟に判断することで差し支え

ない。 

 

【参考】 

○「介護支援専門員資質向上事業の実施について」（平成 26年老発 0704第２号

厚生労働省老健局長通知）（別添１）介護支援専門員実務研修実施要綱（抄） 

３（１）基本的な考え方 

科目 目的 内容 時間数 

【前期】    

○ケアマネジ

メントの基礎

技術に関する

実習 

実習現場での

ケアマネジメン

トプロセスの経

験を通じて、実

践に当たっての

留意点や今後の

学習課題等を認

識する。 

・実習に当たっては、利用者

への居宅訪問を行い、アセス

メントの実施、居宅サービス

計画の作成、サービス担当者

会議の準備・同席、モニタリ

ングの実施、給付管理業務の

方法など一連のケアマネジメ

ントプロセスの実習を行う。 

 

 

４（１）研修の実施方法 イ 実習における留意点 

実習先としては、特定事業所加算を取得している事業所のような指導体制が

整っている事業所で行うことが適切であり、主任介護支援専門員が配置されて

いる事業所に協力してもらうことが適当である。 

実習に当たっては、一つの事例だけではなく、複数の事例についてケアマネジ

メントプロセスを経験することが効果的であり、アセスメントからモニタリン

グまでの一連のケアマネジメントプロセス（同行等による利用者の居宅訪問、サ

ービス担当者会議開催のための準備や当該会議への同席も含む）を経験するこ



とが適当である。なお、実習期間中にサービス担当者会議が開催される機会がな

く、会議に同席できなかった場合には、実習先の指導者によって、サービス担当

者会議の準備や会議当日の議事進行の方法等を説明することにより理解を促す

こと。 

実習においては、事前に実習に係る対象者等の同意を得るとともに、特に対象

者の安全の確保や知り得た秘密の厳守について万全を期すよう受講者に周知徹

底すること。 

 

○介護支援専門員実務研修ガイドライン（平成 28 年 11 月厚生労働省老健局振

興課）（抄） 

６ 各科目のガイドライン 

 

 

 
【問い合わせ先】 

・認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護等について 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

・介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等について 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について 

厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

・介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等について 

厚生労働省老健局老人保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 


